
 

四半期報告書 

（第85期第３四半期） 

自 平成26年８月１日 

至 平成26年10月31日 

 

 

E00381 

 



目       次 

  頁

表 紙  

   

第一部 企業情報  

第１ 企業の概況  

１ 主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… 1

２ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… 1

第２ 事業の状況  

１ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 2

２ 経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… 2

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………………………… 2

第３ 提出会社の状況  

１ 株式等の状況  

(1) 株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… 3

(2) 新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… 3

(3) 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… 3

(4) ライツプランの内容 …………………………………………………………………………………………… 3

(5) 発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… 3

(6) 大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… 3

(7) 議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… 4

２ 役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… 4

第４ 経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… 5

１ 四半期財務諸表  

(1) 四半期貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………… 6

(2) 四半期損益計算書 ……………………………………………………………………………………………… 8

２ その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 11

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 12

   

［四半期レビュー報告書］  

 



【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成26年12月12日 

【四半期会計期間】 第85期第３四半期（自 平成26年８月１日 至 平成26年10月31日） 

【会社名】 モロゾフ株式会社 

【英訳名】 Morozoff Limited 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  山口 信二 

【本店の所在の場所】 神戸市東灘区御影本町六丁目11番19号 

（同所は登記上の本店所在地であり、実際の業務は六甲アイランドオフィス

で行っております。） 

【電話番号】 ０７８(８２２)５０００(代表) 

【事務連絡者氏名】 代表取締役副社長  尾﨑 史朗 

【最寄りの連絡場所】 神戸市東灘区向洋町西五丁目３番地 

【電話番号】 ０７８(８２２)５０００(代表) 

【事務連絡者氏名】 代表取締役副社長  尾﨑 史朗 

【縦覧に供する場所】 モロゾフ株式会社六甲アイランドオフィス 

（神戸市東灘区向洋町西五丁目３番地） 

モロゾフ株式会社東京支店 

（東京都新宿区下宮比町２番１号 第一勧銀稲垣ビル５階） 

モロゾフ株式会社関西支店 

（神戸市東灘区御影本町六丁目11番19号） 

モロゾフ株式会社名古屋支店 

（名古屋市中区栄二丁目１番１号 日土地名古屋ビル７階） 

モロゾフ株式会社福岡支店 

（福岡市博多区博多駅南六丁目13番33号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 （注）上記の当社福岡支店は、金融商品取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜のため、特に縦覧

に供するものであります。 



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第84期 

第３四半期 
累計期間 

第85期 
第３四半期 
累計期間 

第84期 

会計期間 

自平成25年 
２月１日 
至平成25年 
10月31日 

自平成26年 
２月１日 
至平成26年 
10月31日 

自平成25年 
２月１日 
至平成26年 
１月31日 

売上高 （千円） 18,085,293 17,856,351 27,924,858 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △158,773 △289,099 892,184 

当期純利益又は四半期純損失

（△） 
（千円） △189,283 △245,031 469,817 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 3,737,467 3,737,467 3,737,467 

発行済株式総数 （株） 36,692,267 36,692,267 36,692,267 

純資産額 （千円） 11,418,113 11,709,490 12,052,522 

総資産額 （千円） 19,386,884 19,579,552 20,257,541 

１株当たり当期純利益金額又は四

半期純損失金額（△） 
（円） △5.22 △6.76 12.96 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 4.00 

自己資本比率 （％） 58.9 59.8 59.5 

 

回次
 

第84期
第３四半期
会計期間

第85期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成25年
８月１日
至平成25年
10月31日

自平成26年
８月１日
至平成26年
10月31日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △12.76 △13.96

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

   ３．第84期第３四半期累計期間、第85期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第84

期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

     当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)業績の状況

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策を背景に、緩やかな回復

傾向にありましたが、消費税率引き上げに伴う需要の減少と円安による物価上昇の懸念もあり、個人消費の持ち

直しの動きに足踏みがみられるなど、先行き不透明な状況で推移いたしました。

 このような状況のもとで、当社はお菓子を通して心豊かな生活をお届けすることを基本姿勢とし、商品の開

発・改善により売上向上に取り組むとともに、「すべてはお客様の笑顔のために」を基本とし、安心、安全かつ

高品質な商品をお客様に提供し続けることに注力いたしました。

 売上高につきましては、イベント商戦の成功、焼菓子の好調はあったものの、中元商戦の低調や夏季商品の売

上減少が影響し、当第３四半期累計期間の売上高は17,856百万円（前年同期比1.3％減）となりました。

 損益面におきましては、原材料費の上昇などはありましたが、工場生産性の向上に努めたことにより売上原価

率はほぼ前年同期並みとなりました。しかしながら、新規出店や改装などに伴う経費が増加したことにより、営

業損失は382百万円（前年同期は237百万円の損失）、経常損失は289百万円（前年同期は158百万円の損失）、四

半期純損失は245百万円（前年同期は189百万円の損失）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

［洋菓子製造販売事業］

 干菓子につきましては、バレンタインデーやホワイトデー、ハロウィーンなどのイベント商戦が成功し、９月

にリニューアルした「ファヤージュ」などの焼菓子の売上も好調でしたが、消費税増税もあり中元商戦が低調に

推移したことに加え、天候不順の影響により夏季商品の売上が芳しくなく、前年同期を若干下回る売上高となり

ました。洋生菓子につきましては、チルドデザート、チーズケーキなどが低調に推移し、前年同期を下回る売上

高となりました。

 その結果、当事業の売上高は16,483百万円（前年同期比1.2％減）となりました。

 

［喫茶・レストラン事業］

 喫茶・レストラン事業につきましては、イタリアンレストラン「阪神百貨店梅田本店 ブォナパスタ」の新規

出店、メニュー再編、集客イベントの開催などにより売上拡大を図りましたが、一部店舗の退店に伴う売上減少

の影響もあり、売上高は1,372百万円（前年同期比2.0％減）となりました。

 

(２)財政状態

 当第３四半期会計期間末における総資産は前事業年度末に比べ677百万円減少し、19,579百万円となりまし

た。資産の増減の主なものは、受取手形及び売掛金の減少額3,057百万円、仕掛品の増加額722百万円、有価証券

の増加額599百万円、現金及び預金の増加額338百万円、商品及び製品の増加額228百万円等であります。負債は

前事業年度末に比べ334百万円減少し、7,870百万円となりました。これは主に長期借入金の減少額201百万円、

電子記録債務の減少額150百万円等によるものであります。純資産は前事業年度末に比べ343百万円減少し、

11,709百万円となりました。これは主に利益剰余金の減少額390百万円等によるものであります。 

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４)研究開発活動

 当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、295,543千円であります。

 なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年12月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,692,267 36,692,267
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

1,000株であります。

計 36,692,267 36,692,267 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成26年８月１日～ 

平成26年10月31日
－ 36,692,267 － 3,737,467 － 3,918,352

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年10月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   446,000
－

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  35,810,000 35,810 同上

単元未満株式 普通株式   436,267 － －

発行済株式総数 36,692,267 － －

総株主の議決権 － 35,810 －

 

②【自己株式等】

平成26年10月31日現在
 
所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

モロゾフ株式会社
神戸市東灘区御影本
町六丁目11番19号

446,000 － 446,000 1.22

計 － 446,000 － 446,000 1.22

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成26年８月１日から平成26

年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年２月１日から平成26年10月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年１月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成26年10月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 784,492 1,122,736 

受取手形及び売掛金 4,873,202 1,815,403 

有価証券 1,700,885 2,300,652 

商品及び製品 1,956,609 2,185,098 

仕掛品 268,568 990,631 

原材料及び貯蔵品 378,689 468,936 

その他 239,466 569,820 

貸倒引当金 △19,300 △7,200 

流動資産合計 10,182,614 9,446,080 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 2,544,102 2,451,114 

土地 3,234,337 3,234,337 

その他（純額） 1,613,111 1,663,750 

有形固定資産合計 7,391,551 7,349,202 

無形固定資産 124,927 118,383 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,853,015 1,922,061 

その他 705,533 743,924 

貸倒引当金 △100 △100 

投資その他の資産合計 2,558,448 2,665,886 

固定資産合計 10,074,927 10,133,471 

資産合計 20,257,541 19,579,552 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年１月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成26年10月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,769,927 1,720,894 

電子記録債務 1,163,499 1,013,476 

短期借入金 2,118,400 2,118,400 

未払法人税等 197,044 141,864 

賞与引当金 241,390 491,488 

その他 1,276,453 1,026,466 

流動負債合計 6,766,715 6,512,590 

固定負債    

長期借入金 552,200 350,900 

退職給付引当金 527,248 683,476 

環境対策引当金 6,909 6,909 

その他 351,946 316,184 

固定負債合計 1,438,304 1,357,471 

負債合計 8,205,019 7,870,061 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,737,467 3,737,467 

資本剰余金 3,921,429 3,921,429 

利益剰余金 3,907,416 3,517,383 

自己株式 △115,640 △117,786 

株主資本合計 11,450,672 11,058,494 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 344,925 394,071 

土地再評価差額金 256,924 256,924 

評価・換算差額等合計 601,850 650,996 

純資産合計 12,052,522 11,709,490 

負債純資産合計 20,257,541 19,579,552 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成25年２月１日 
 至 平成25年10月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成26年２月１日 
 至 平成26年10月31日) 

売上高 ※ 18,085,293 ※ 17,856,351 

売上原価 9,709,028 9,576,490 

売上総利益 8,376,264 8,279,860 

販売費及び一般管理費 8,613,268 8,662,365 

営業損失（△） △237,004 △382,505 

営業外収益    

受取利息 2,915 2,420 

受取配当金 20,436 24,562 

利用分量配当金 62,576 59,039 

その他 29,229 44,415 

営業外収益合計 115,158 130,438 

営業外費用    

支払利息 35,544 31,590 

その他 1,382 5,442 

営業外費用合計 36,926 37,033 

経常損失（△） △158,773 △289,099 

特別利益    

固定資産売却益 38 3,749 

投資有価証券売却益 － 31,075 

特別利益合計 38 34,824 

特別損失    

固定資産除売却損 31,094 18,366 

減損損失 2,343 － 

特別損失合計 33,437 18,366 

税引前四半期純損失（△） △192,171 △272,642 

法人税、住民税及び事業税 99,831 108,497 

法人税等調整額 △102,719 △136,107 

法人税等合計 △2,888 △27,610 

四半期純損失（△） △189,283 △245,031 
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【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

※ 売上高の季節的変動 

前第３四半期累計期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年10月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成26

年２月１日 至 平成26年10月31日） 

 当社の売上高は季節的変動があり、バレンタインデー、中元、歳暮、クリスマス等の大きなイベントが少ない第３

四半期会計期間の売上高は、他の四半期会計期間の売上高と比べ減少する傾向にあります。

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間

（自  平成25年２月１日
至  平成25年10月31日）

当第３四半期累計期間
（自  平成26年２月１日
至  平成26年10月31日）

減価償却費 565,574千円 549,702千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年10月31日）

配当金支払額
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
 配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月25日

定時株主総会
普通株式 145,017千円 4円

平成25年

１月31日

平成25年

４月26日
利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年10月31日）

配当金支払額
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
 配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月25日

定時株主総会
普通株式 145,000千円 4円

平成26年

１月31日

平成26年

４月28日
利益剰余金

 

- 9 -



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年10月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
洋菓子製造 
販売事業 

喫茶・レスト
ラン事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 16,685,358 1,399,935 18,085,293 － 18,085,293 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － 

計 16,685,358 1,399,935 18,085,293 － 18,085,293 

セグメント利益 
又は損失（△） 

703,584 △63,760 639,824 △876,829 △237,004 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△876,829千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年10月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
洋菓子製造 
販売事業 

喫茶・レスト
ラン事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 16,483,939 1,372,411 17,856,351 － 17,856,351 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － 

計 16,483,939 1,372,411 17,856,351 － 17,856,351 

セグメント利益 
又は損失（△） 

545,919 △76,639 469,280 △851,785 △382,505 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△851,785千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成25年２月１日
至 平成25年10月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成26年２月１日
至 平成26年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額 5円22銭 6円76銭

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額（千円） 189,283 245,031

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 189,283 245,031

普通株式の期中平均株式数（株） 36,253,168 36,246,745

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成26年12月４日

 
モロゾフ株式会社 
 

取締役会 御中 
 

 

  有限責任監査法人ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 森 村  圭 志   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 西 方 実     印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモロゾフ株式

会社の平成26年２月１日から平成27年１月31日までの第85期事業年度の第３四半期会計期間（平成26年８月１日から平

成26年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年２月１日から平成26年10月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、モロゾフ株式会社の平成26年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

- 13 -


